第２回大阪府食の安全安心推進協議会　議事録（概要）
日時：平成１９年９月１０日（月曜日）16時00分から17時45分 
場所：大阪キャッスルホテル　７階　松竹梅の間 
出席者：別紙配席図のとおり 


事務局（淡野　大阪府健康福祉部食の安全推進課長）
定刻となりましたので、ただ今より「第２回大阪府食の安全安心推進協議会」を開催させていただきます。 

本日は皆様、何かとご多用のところご出席いただき、ありがとうございます。 

私、本日の司会進行を勤めさせていただきます、大阪府健康福祉部食の安全推進課長の淡野でございます。よろしくお願いいたします。 

それでは、開会に先立ちまして、笹井健康福祉部長よりごあいさつ申し上げます。 

笹井　健康福祉部長
大阪府健康福祉部長の笹井でございます。委員の皆様方には大変お忙しい中、また大変暑い中、当協議会にご出席をいただきまして厚く御礼を申し上げます。 

７月２６日に開催しました第１回の協議会におきましては、後ほどご説明申し上げますが、２つの部会の設置についてご承認をいただきますとともに、「大阪府食の安全安心推進計画骨子案」について、様々なご意見をいただいたところでございます。 

さらに、去る８月２７日に「情報発信検討部会」、３０日に「事業者あり方検討部会」を開催させていただきましたが、部会長を務めていただいております音田会長代理、また豊岡委員をはじめ、部会の委員の皆様方には活発なご議論をいただき、実りある部会となりましたことを、この場をお借りいたしましてお礼申し上げたいと思います。 

本日は、この２つの部会についてご報告をさせていただきたいと考えております。そして、食の安全安心推進計画につきましては、前回の協議会や部会などでいただいた様々なご意見を踏まえて作成しました本日の素案について、さらに深くご審議をいただきたいと考えております。 

ご承知のように、大阪は「くいだおれの街」と呼ばれ、「食」の問題、「食」の文化、「食」の実績が大きなセールスポイントでございます。 

昨今、牛肉ミンチの偽装事件、中国産の輸入食品の問題など府民の、あるいは国民の食の安全安心に対する信頼が揺らぎかねない大きな事件が続いておりますが、大阪府といたしましては、このようなことが絶対に起きないよう、各界を代表していただいております委員の皆様方とともに、しっかりと食の安全安心を確保してまいりたい、それに必要な取り組みを進めてまいりたいと考えております。 

本日の計画素案の審議とあわせまして、今年度中に作成を予定しております計画の最終の答申に向けまして、今後ともご指導・ご協力をいただきますようお願いを申し上げまして、簡単ではございますがご挨拶とさせていただきます。どうぞよろしくお願い申し上げます。 

事務局（淡野　大阪府健康福祉部食の安全推進課長）
それでは、会議に入ります前に、本日お手元に配布いたしております資料の確認をさせていただきます。 

はじめに本日の「次第」でございます。 

次に「委員名簿」及び「配席図」でございます。 

次に「資料１」から「資料７」でございます。 

そのあとに「大阪府食の安全安心推進計画（素案）」に対してご意見をいただく用紙を入れさせていただいております。 

以上でございます。不足等ございましたら事務局までお申し付けいただきますように、よろしくお願いいたします。 

ここで、定数の確認をさせていただきます。 

本協議会は、「大阪府食の安全安心推進協議会規則第６条第２項」によりまして、委員の過半数が出席しなければ会議を開催することができないことになっております。 

ただ今のご出席の委員の皆様方は合計１８名で、委員総数２３名の過半数に達しており、定足数を満たしておりますことをご報告申し上げます。 

なお、本日ご出席いただいております委員の皆様方は、お配りしております配席図の通りでございます。 

ここで前回ご欠席されました小田委員をご紹介させていただきます。 

（小田委員一礼） 

ありがとうございます。 

それでは、以降の進行につきましては、中村会長にお願いしたいと思います。よろしくお願いいたします。 

中村会長
先ほど「くいだおれの街」や食に関する問題についてのお話がありました。先日、大阪で開催された世界陸上を私も楽しませていただきましたが、ああいうときに「大阪の食」をもっと表に出してＰＲできないものかと、たまたまこういうお役目をしていると思ったりもします。食の安全を守るためにはマイナスをなくすことも大事ですが、もっと攻めの部分があってもいいのではないかと思います。 

では、次第に沿って進めていきますので、よろしくお願いいたします。 

この会議は、前回の協議会でもご承認いただきましたように公開でございますので、それをご承知いただきたいと思います。 

では、「資料１」「資料２」によって、この前の第１回推進協議会の概要について事務局からご説明をお願いします。 

事務局（池田　健康福祉部副理事）
協議会の事務局を務めさせていただいております健康福祉部副理事の池田でございます。どうぞよろしくお願いします。 

以降の事務局の説明につきましては着席でさせていただきます。 

それでは、第１回食の安全安心推進協議会の概要について説明をいたします。 

「資料１」は、７月２６日に開催しました協議会の議事録の概要でございます。この形で「大阪府食の安全安心ホームページ」に登載しています。後ほどご覧ください。 

「資料２「大阪府食の安全・安心推進計画（骨子）」に対するご意見等の概要及び府の考え方」をご覧ください。これは、第１回推進協議会の当日にいただきました主なご意見と、後日事務局に寄せられたご意見をまとめて整理させていただいたものです。 

表の一番左側に、いただいたご意見ごとに１番から順にNo.を打っておりますので、後ほどご意見をいただく際にご活用いただければと思います。 

次にページと行がございますが、これは前回お示しした「食の安全安心推進計画（骨子案）」に対応しており、今回配布しています「資料７　推進計画（素案）」とは対応しておりませんので、よろしくお願いします。 

　 
それでは、いくつかのご意見と府の考え方について説明します。 

まず、後ほどご議論をお願いします「推進計画（素案）」の組み立てとも関係するご意見で、１ページのNo.5のご意見「推進計画では、施策を三つのカテゴリーに分けているが、「安心」と「安全」の二つに分けてはどうか。」 

また、２ページのNo.6飯田委員のご意見「１．事業者による食の安全の確保の推進・取り組みの支援　２．生産から消費にいたる一連の工程での安全確保　３．関係者による相互理解と協力　の三つに分けては」というご意見に対しまして、府の考え方は、食の安全安心の確保に関する施策を、「安全を確保する」には府の責務に当たる事項を、「安全を確保し、安心を育む」には食品関連事業者の責務に当たる事項を、「安心を育む」には府民と協働して行う事項を整理し分類していきたいと考えております。 

　 
次に、事業者の取り組みの支援に対してもいくつかご意見をいただいております。 

例えば、３ページNo.13川見委員のご意見やNo.15ののご意見などですが、府の考え方は、現在実施している施策や今後の方向性などについては推進計画案に盛り込むものの、より具体的な今後の施策に関する提案につきましては、この推進協議会の「事業者あり方検討部会」で検討してまいります。 

　 
また、３ページのNo.18菊井委員からのリスクコミュニケーションに関するご意見。４ページのNo.21飯田委員・赤穂委員からの情報の一元管理や提供に関するご意見につきましては、推進計画案を作成する過程で検討させていただくとともに、より具体的に検討を必要とする事項につきましては情報発信検討部会での検討をお願いしたいと考えております。 

　 
同じく４ページのNo.22菊井委員から健康被害の防止についてご意見をいただいております。また、この資料に記載はしておりませんが、当日会場で小山委員からも「重大な健康被害」と「蓋然性」について、もっと明確にすべきではというご意見をいただいております。 

これらのご意見は、１１月１日から施行されます条例第１９条に関するものであり、現時点で府として明確な判断基準を持ち合わせていないことから、１１月１日からの施行に間に合うように「大阪府食の安全推進対策専門委員会」において検討をお願いしているところです。 

　 
以上のほか、多数のご意見をいただいております。時間の関係で割愛させていただきますが、これらのご意見の多くについては、今回の推進計画素案以降の計画案を作成する際に検討させていただきます。 

また、「資料２」に記載している以外にも多くの委員の方からご意見をいただいておりますが、重複する部分もありましたので、代表する形でまとめております。ご了承をお願いします。 

以上で説明を終わらせていただきます。 

中村会長
ありがとうございました。 

「資料２」をご覧いただき、ご意見にどう対応されているか、またほかの方のご意見はどうか、今後、この資料を基にして議論をしていただきたいと思います。 

先に資料の説明をしていただいてから議論に入りたいと思いますので、「資料３、４、５」についてご説明をお願いします。 

事務局（池田　健康福祉部副理事）
それでは、部会についてご説明いたします。「資料３」をご覧ください。 

前回の推進協議会で、２つの部会の設置について承認いただきました。しかし、委員の構成などについてご意見をいただきましたことから、これらのご意見を参考に部会の扱いについて会長に一任となりました。 

協議会後、会長にお伺いしましたところ、議論のあった「認証・顕彰検討部会」は、この部会が認証を行うと誤解を与える恐れがあることから、名称を「事業者あり方検討部会」とさせていただきました。 

裏側は委員名簿でございます。 

部会の委員につきましては、「大阪府食の安全安心推進協議会規則第７条第２項」により、会長が指名することとなっておりますので、名簿の通り情報発信部会委員８名、事業者あり方検討部会８名の委員が指名されました。お一人ずつのご紹介は省略させていただきますが、部会委員の皆様、よろしくお願いします。 

なお「事業者あり方検討部会」には、事業者に期待する認証・顕彰のあり方について消費者の望むところを特にご意見いただくために、専門委員としてなにわの消費者団体連絡会から岡本孝子委員にご就任いただいております。 

次に部会長ですが、同規則第７条第３項によりまして、「情報発信検討部会」は大阪府立文化情報センター所長の音田委員が、「事業者あり方検討部会」は大阪商工会議所地域振興部長の豊岡委員が指名されました。よろしくお願いします。 

次のページの「部会の開催状況等について」でございますが、情報発信検討部会は８月２７日に、事業者あり方検討部会は８月３０日に開催しました。 

今後、第２回目をそれぞれ１０月頃に、第３回目を来年１月頃に予定しています。 

　 
「資料４」をご覧ください。「第１回情報発信検討部会」でいただいたご意見の概要でございます。 

この部会では、事故の未然防止に役立つ情報の一元管理の仕組みや、府民に分かりやすい情報提供のあり方についてご検討いただくとともに、リスクコミュニケーションのあり方についてのご検討をお願いしております。 

平成１８年の食の安全安心府民会議条例検討委員会で議論された事項などをまず説明させていただき、これを参考に多様なご意見をいただきました。事務局で「資料４」のとおり整理させていただいたところです。 

第２回目の部会では、事務局として論点を絞り、さらに議論を深めていただきますとともに、リスクコミュニケーションのあり方についてご議論をお願いしたいと考えております。 

今年度内に部会としての意見が一定まとまりましたら、推進協議会にご報告をさせていただきます。 

「資料５」をご覧ください。「第１回事業者のあり方検討部会」でいただいたご意見の概要でございます。 

この部会では、事業者の積極的な取り組みを促すため民間主導型の認証制度などについてご検討をお願いしております。 

他府県での認証制度の事例などを説明した後、委員の皆様から様々なご意見を頂戴しております。事務局で「資料５」のとおり整理させていただきました。 

第２回目の部会では、事務局で認証制度などの素案を作成し、これを基にご議論をお願いすることとしています。また、この部会におきましても、今年度内に意見が一定まとまりましたら、推進協議会にご報告をさせていただきます。 

以上で、部会についての説明を終わります。 

中村会長
それぞれの部会の委員の皆様、本当に大変だと思いますが、よろしくお願いいたします。 

第１回の部会が既にそれぞれ開かれ、この資料を拝見しますと、非常に濃密な議論が行われたと思います。 

部会名については、事業者が自分で自分を褒めるために「顕彰」をするというように誤解を招くところがありましたので、事業者自身であり方を考え、より良いものにして、それを認証していくという意味で「事業者あり方検討部会」とさせていただきました。よろしくお願いいたします。 

　 
次の議事に移ります。条例第１９条の関係を議論するために専門委員会が設けられ、第１回目の委員会が８月３日に開かれました。 

委員会及びその議論の内容について、事務局から簡単にご説明をお願いいたします。 

事務局（池田　健康福祉部副理事）
「資料６」をご覧ください。 

大阪府食の安全推進対策専門委員会の設置目的は、要綱第１条の規定のとおり「食による健康被害の拡大を防止、府民の安全で安心な食生活を確保するため」であり、その職務は第２条で規定しています。 

具体的には、この専門委員会には大きく２つの役割があります。 

その１つは、大阪府では、食中毒が発生した場合、府の関係する組織をあげて迅速かつ的確に対応するために、「大阪府食中毒対策要綱」を制定しております。この中で、発生した食中毒情報を評価するにあたり、当該食中毒の危険の程度について大阪府の求めに応じ、専門委員会からご意見をいただきます。 

もう１つは、今、会長からお話がありました条例第１９条にかかるものです。重大な健康被害が発生し、その原因が特定の食品によるものと断定できない段階で、その健康被害が当該食品によるものである蓋然性についてご意見をいただくこと。また、蓋然性が高いと認められる場合には、府民に提供できる情報の内容についてもご意見をいただきます。 

８月３日に第１回の専門委員会を開催し、設置の経緯や趣旨、今後のスケジュールについてご説明をし、ご意見をいただいたところです。条例第１９条が１１月１日から施行されますことから、次回の専門委員会を１０月下旬に開催し、１９条に関する運用指針についてご意見をいただくこととしています。 

なお、この専門委員会においては、確定していない段階での情報を取り扱ったり、特定の個人の健康被害情報を取り扱うことから、会議は非公開とさせていただいております。 

資料の裏側をご覧ください。専門委員会は５名の委員で構成しています。委員長は推進協議会の委員でもあります大阪府立大学教授の小崎委員が選任されております。副委員長は、阪大微生物研究会観音寺研究所長の奥野委員が就任されております。 

大阪府食の安全推進対策専門委員会についての説明は以上でございます。 

中村会長
ありがとうございました。 

それでは、最後の「資料７」の大阪食の安全安心推進計画の素案についてご説明をお願いします。 

事務局（大阪府健康福祉部食の安全推進課）
「資料７」につきまして事務局担当からご説明をさせていただきます。 

前回の骨子案が９ページ、今回の素案が２７ページと、前回の骨組に肉をつけた形で今回お示しをさせていただいております。 

骨子案から大きく変わりました点を中心に、素案について順番に説明をさせていただきます。 

目次を開いていただき、１ページの「１　はじめに」の部分は、流れ自体は変わっておりません。第１回目の協議会でご検討いただいた後、ペーパーでもご意見をいただきましたが、推進計画の構造そのものを変えるご提案は無かったため、そのままで肉づけを行っています。 

　 
２ページをお開きください。「２　大阪府の現状と課題」では、前回までは最終の府民意識のアンケート調査を第６回まで、１８年９月までのデータを基に府民意識について考察を書いておりましたが、今回、１９年７月に新たにネットパルアンケートの結果が出ましたので、それも付け加えて、合計７回の府民アンケートで現在の府民意識について考察しています。 

２ページの１０行目から１６行目が新たに追加された文章です。今までは「安心」の傾向が少しずつ増えていましたが、残念ながら今回のネットパルアンケートでは、大きく「不安」に転じてしまった結果が出たため、その考察を付け加えております。 

３ページは、中身は変えておりません。 

　 
４ページをご覧ください。前回の骨子ではタイトルだけを挙げていましたが、今回、二つの点から「大阪府は大消費地である」ということを説明しています。 

１点目が大阪府の消費支出です。この統計から、大阪府が非常に高い消費地であるという数値が出ております。 

２点目は、全国と比べて大阪府は人口に占める農家戸数は低い。ということは、生産よりも消費される側のほうが多いと考えられます。 

それから、特にデータは付けておりませんが、ビジネスの中心地であったり、観光で集客したり、流入人口が非常に多いということから、大きな消費地であろうということが推察されるという考察を加えております。 

　 
５ページ「食の安全安心への取り組み状況」についても特に流れは変えておりませんが、具体的に「５つの約束」の中身を括弧書きで入れています。 

６ページ「基本的な考え方」。これも前回と変えておりません。前回の骨格に少し言葉を足して説明をしています。 

７ページも同じです。 

８ページから、具体的に、ある程度施策を挙げて、それぞれ説明をしています。 

前回は「施策のポイント」と「事業目標」の表のみを見ていただきましたが、今回は、新たに「施策のポイント」と「事業目標」の間に「取組の内容」という項を設け、具体的に大阪府はどんな施策、どんな事業を行っているのか。それぞれの施策のポイント、問題に対してどのように食の安全安心を確保していこうとしているのかを、事業名と事業を実施している課の名前を入れて記載しています。 

目を通していただければ、食の安全推進課のみではなく、全府庁として食の安全安心に取り組んでいることが分かっていただけるように計画を作っております。 

これを全部ご説明すると相当時間がかかってしまいますので、少し見方を説明させていただきます。 

８ページ「（１）安全を確保する施策」では、前回と同じように３つの大きなポイントがあり、１点目に「ア　監視指導等」の項目を挙げさせていただきました。 

それを２つに分けて、「生産段階」と、それ以降の「製造・加工・調理・流通・販売段階」にしております。 

「取組の内容」の「生産段階」については、（ア）から（カ）まで。例えば、「（ア）高病原性鳥インフルエンザのサーベランス」、「（イ）ＢＳＥ対策事業」など。その事業名の下に、具体的にどんなことをやっているのか、例えば、「（ア）高病原性鳥インフルエンザのサーベランス」であれば「府内２カ所の家畜保健衛生所において養鶏農家等を対象に臨床検査、ウイルス検査等による疾病監視を行います。」というふうに、それぞれの事業を簡単に２、３行にまとめて説明を付け加えていますのと、主にどこの課が事業を行っているのかを記載しています。 

９ページは生産段階以降の「製造・加工・調理、流通・販売段階」について同じように、どのような事業をやっているのか、どのような内容でやっているのか、どこがやっているのかを説明しています。 

　 
１０ページは安全を確保する施策の２つ目「イ　緊急時の体制整備」ですが、これも同じ書き方です。施策のポイントがあって、取組の内容があって、事業目標が出てきます。 

まだ、事業目標が空白のところがございますが、次回に推進計画案を出させていただくときには、すべて埋まった形でお示しをしたいと思います。 

以降、同じような形で１１ページに安全を確保する施策の３つ目として「ウ　調査研究の推進」です。大阪府には環境農林水産総合研究所と公衆衛生研究所の２つの研究所がありますが、個々に行われているたくさんの研究を総括していただき、公衆衛生研究所については１４行目から２９行目まで、環境農林水産総合研究所については３０行目から、それぞれの事業内容を要約して挙げさせていただいています。 

　 
１２ページに移ります。「（２）安全を確保し、安心を育む施策」についても、前回お示ししているとおり、３つの施策のポイントがあります。 

１つ目が「ア　表示の適正化の推進」ということで、いくつかの取組み内容を挙げています。 

１３ページに２つ目の「イ　事業者の取組み支援」として（ア）から（エ）まで４つの取組みの内容を挙げています。 

１４ページに移りまして、３つ目の「ウ　顕彰の実施」については、「施策のポイント」と「事業目標」の間の「取組の内容」を記載しておりませんが、これにつきましては、今ちょうど部会を開いてご議論をいただいておりますので、一定その方向性が出た時点で、記載をさせていただこうと考えております。 

　 
１４ページの１８行目からは「（３）安心を育む施策」ということで、やはり３点。 

「ア　リスクコミュニケーションの促進」、１５ページ１５行目の「イ　情報の収集及び提供」、１６ページ２０行目「ウ　知識の普及啓発」ということで、それぞれについてポイントと取組の内容と事業の目標を記載しています。前回の骨組に言葉を足して文章化して、内容を説明する形にさせていただいております。 

　 
１９ページ「５　健康被害の防止等に関する施策」についても、前回の骨組に文章で肉づけをした形になっております。 

施策のポイントと取組の内容は記載していますが、事業目標が非常に表しにくい項目になっておりますので、この第５章については、事業目標については記載しない方向で現在も作成を続けております。 

２１ページ以降の「６　各施策の取組体制」で大きく変わりましたのは、２４ページです。 

前回の骨子案では食品衛生の関係で、われわれ大阪府と大阪府内の各自治体、国の機関、あるいは他の都道府県との関係を図式して説明をさせていただいておりましたが、今回もう一点。今、北海道の例でもありましたように、ＪＡＳ法の関係で国と自治体の関係等々、もっと連携を密にすべきという声が出ておりますので、食品表示について、自治体と国の関係、あるいは他府県市との関係の模式図を、まだ文章が完全に付け加えられていないので分かりにくいものですが、入れさせていただいております。 

「表示に関する情報」が大阪府の受付部局に入りますと、庁内は庁内で。例えば、食の安全推進課に表示に関して府民から情報をいただいた場合、ＪＡＳ法に関するものが含まれていれば、「庁内関係部局」、いわゆるＪＡＳ法の所管部局にも情報提供をします。それと同時に、食の安全推進課が受け付けた情報について、厚生労働省等の国の機関ともやり取りをします。一方、ＪＡＳ法の関係で、国に関係する情報であれば国の関係機関ともやり取りをします。 

また、「関係都道府県」にも関係する情報があれば、それぞれ情報の提供や連携体制をとるという模式図を今回新たに追加しました。 

　 
最終の２７ページには、参考資料として３つのタイトルだけ付けています。 

計画素案の文章中には、「危機管理」について出てきますが、大阪府では関係部局それぞれにマニュアルや対策要綱を作っております。そういうものを参考資料として皆さんに見ていただきたいということで今回、３つを付けております。 

１つ目が「大阪府食中毒の対策要綱」、２つ目が「健康食品等による健康被害相談の処理」ということで、食の安全推進課と薬務課が連携しているマニュアル、処理要綱を付けております。 

３つ目が、この５月にも新聞紙上で報道発表されました貝毒に関するもので、「有害プランクトン対策マニュアル」。これは水産課・食の安全推進課・水産技術センターが関係しております。 

枚数が多くなりますが、そのまま参考資料として付けていきたいと考えております。 

今回お示ししました推進計画の素案についての説明は以上でございます。 

中村会長
ありがとうございました。「資料２」の前回でのご意見、「資料３、４」の各部会でのご意見。これらも推進計画につながっていくものと思います。 

今までご説明のあった全般について、ご質問またはご意見をお願いします。 

飯田委員
２つ質問・確認したいことがあります。 

１つは、部会と協議会との関係ですが、「資料３」によりますと、部会は３回目で中間報告をまとめようという考え方ですが、一方、この協議会では来年の３月ぐらいをめどに推進計画を取りまとめる予定になっています。 

その場合、部会での検討内容が協議会にすべて報告をされてから、それが計画の中に盛り込まれるのか、各部会での最終報告が推進計画の策定以降となることもあり得るのか、よく分かりません。 

部会に参加しておりましても、部会での議論がいつ一応の決着をし、推進計画にどのように盛り込まれようとしているのか。その位置づけがよく分からないと感じながら、第１回目の部会を過ごしたものですから、その辺を教えていただきたいと思います。 

もう１つは、「資料６」の専門委員会設置の考え方について。会議の内容については非公開とのことでしたが、原因が未確定の場合の公表のガイドラインが今後決められた場合、そのガイドラインは公表されるのかどうかについて確認したいと思います。 

事務局（大阪府健康福祉部食の安全推進課）
部会のスケジュールと計画の進行状況との関係については、部会は３回しか本年度内に開くことが今のところできないタイトな状況になっていますが、たぶん３回では最終報告までできないだろうということで、中間報告という言葉を使わせていただいています。その中間報告が出ます時期と、計画が進んでいきます時期とは多少ずれております。 

推進計画については３月中の策定のためには１２月にパブリックコメントを行う予定となっており、パブリックコメントの後に協議会部会の中間報告が出てくることになります。　　 

中間報告の中で、推進計画に取り入れることのできるご意見が盛り込まれているようであれば、直ちに取り入れていきます。 

また、ご存じのように推進計画自体は修正が可能で、修正した部分については公表することになっておりますので、随時ご意見を取り入れるよう対応したいと考えております。 

２点目、公表のガイドラインについては、現在検討中ですが、大阪府情報公開条例等に則って、公表しても問題の無い骨格等については、原則として公表していく方向で検討したいと考えております。 

小崎委員
安全推進対策委員会では、ガイドラインの具体的なイメージについて、公表すべきかどうかも含めて、これから検討を進めていきます。ただ、ガイドラインを公開した場合、個別に判断すべき案件がガイドラインに引きずられてしまうという状況が出てくる懸念もあります。 

今の食品衛生法での検査方法にもいろいろな問題があり、実際に食中毒患者が出た場合、「より早く公表する」ための実務とは合わない部分があります。 

その中で、公表のための条件について委員会の中で議論し、公表できるものはできるだけ公表していく方向で検討していきたいと思います。 

惣宇利委員
推進協議会があり、そこに部会が２つあって、そして部会とは別に、今議論にありました専門委員会があると。そして、それ以外にも、「資料７」の２１ページには「大阪府食の安全安心推進委員会を設置する」とあります。 

沢山の委員会や会議があり、体系や命令系統が非常にわかりにくいように思いますので、もっと分かりやすいチャートを作っていただきたいと思います。 

２つ目は、「資料７」の７ページ「食の安全安心の確保に関する施策」について。３つに分けられた左の「安全を確保する」は、行政の責務であると。真ん中の「安全を確保し、安心を育む」は、事業者ないし事業者団体の責務に含まれていると。右の「安心を育む」は、消費者の役割というご説明がありました。 

その一方で、大阪府の各部局・課はそれぞれ生産段階から消費までのあらゆる段階で監視や指導を行っていますが、各段階では生産者や事業者、消費者が担う部分もあり、実際にはその役割は相互に交差しています。 

現在の３つの役割分担では、行政からの一方通行なシステムでしかなく、施策が相互のキャッチボールであることを示せないのではないかと思います。 

事務局（大阪府健康福祉部食の安全推進課）
１点目のそれぞれの委員会や協議会の関係ですが、この推進協議会は、平成１４年に組織された府民会議の流れを受け継いでおります。 

「資料７」の２２ページに図表があります「大阪府食の安全安心推進委員会」は、庁内各部局からなる横断的な組織として設置されております。 

この「大阪府食の安全安心推進委員会」以外に協議会で名前の出てくる部会や専門委員会は、全て府民の代表、事業者の代表、有識者の方に集まっていただき、論議をしていただく場だということで、明らかに役割が違います。 

わかりにくいようであれば、チャートを考えて次回お示しできるようにさせていただきます。 

２点目の「食の安全安心の確保に関する施策」の３つの分け方については、「資料２」の１ページの一番下（No.5）と、２ページの一番上（No.6）でご説明しています。 

確かに「安全を確保する」というのは府の責務にあたる事項。「安全を確保し安心を育む」には関連事業者の責務にあたる事項としていますが、３点目の「安心を育む」は府民と協働してということで、府民の役割だけを「安心を育む」という項目に入れたのではなく、リスクコミュニケーションや情報の収集・提供は府民だけの問題ではなく、行政、事業者も当然取り組むべき項目ですので、協働で行う部分について、３点目に挙げるという考え方で、３つの項目に分けさせていただきました。 

ご意見のように、実際の施策ではいろいろな交点が出てくるかと思いますが、そういう考え方も入れながら３つに分けさせていただいたつもりです。 

惣宇利委員
説明は理解していますが、府（行政）・食品関連事業者・府民のそれぞれの責務や役割と、生産から消費までの過程で、交差しているところには双方向性を入れるなど、わかりやすく示していただきたいと思っております。 

菊井委員
「資料７」の１４ページの「（３）安心を育む施策」に「リスクコミュニケーションの促進」とあり、それを基本に１６ページ「ウ　知識の普及啓発等」の２４行目「地域で生産されたものがその地域で消費され、消費者にとって生産現場は身近なものであり、生産の状況を理解することは容易でした。」しかし、「「生産」と「消費」の距離が大きく広がったことなどにより、食の安全、安心関する様々な問題が発生するなど、府民から見て分かりにくいものになってきています。」との記載があります。 

今、生産と消費の距離を縮めるため、大阪府でも地産地消の取り組みをされているにもかかわらず、まだこの文章では、今までの行政や私ども関係者の努力が否定されてしまいますので、記載内容について考えていただきたいと思います。 

食育についても、今までの取り組みについて記載し、過去の実績から今後も取り組みが継続されることがわかる記載をしてはどうかと思います。 

リスクコミュニケーションは不安をあおるだけの情報とならないよう、生産者と消費者の信頼関係を維持していくことを大原則に、情報を発信する側と受ける側が信頼関係を築いていくことが大事であると思います。その信頼関係を高めるための道は何かということを「安全」「安心」をキーワードに、自分達の大切な食を支えている農家、事業者の努力も評価される時代ではないかと思います。 

私ども農家の関係の事業者の自覚と責任も浸透してきたと思いますし、消費者の選択と責任も地につきつつありますので、双方が信頼関係のもとに取り組んでいることを、もっと強調して記載していただくようお願いします。 

小田委員
大阪が大消費地であることは間違いありませんが、例えば「資料７」４ページの０．２％という数字は確かに小さいように見えますが、これは平均だけで見ているからです。 

今のお話にもあったように、大阪府の中でも地域によっては、かなり生産と消費が近いところがあります。例えば、大阪は昔、３つの日本一がありました。タマネギとレンコンとブドウです。今でもデラウエアは、生産量では日本の第３位の生産量を誇っており、生産者の努力をどのように評価していくのかが重要です。 

もう一つは、大阪府が大消費地であることは間違いなく、近隣の兵庫県・京都府、滋賀県、奈良県、和歌山県などの農業の大産地から農産物の供給を受け、消費しています。例えば軟弱野菜などは、ほとんど近隣から供給されていますので、近隣の府県との連携をとることも非常に大事です。 

平均を見るだけでなく、個別の品目で考えていくことも必要ではないかと思います。 

中村会長
確かに、数で物を見ないで、個々別々現場を見ること。菊井委員がおっしゃったこともそういうことだと思いますし、大事なことだと思います。 

小崎委員
今、小田委員や菊井委員がおっしゃったことは非常によく分かりますが、野菜などの農産物だけでなく、先進国の中ではＢＳＥや鳥インフルエンザの問題など、畜産製品の関心が高くなっています。 

農産物についての推進計画への書きぶりには検討が必要ですが、例えば偽装事件など、一般の消費者の関心の高い部分にも応えられるよう、事務局に考えていただければと思います。 

惣宇利委員
大消費地であろうと生産地であろうと、食の安全については同じように大切なものであるので、４ページの記載はなくても議論はできるのではないか。むしろ書かないほうよいのではないかという気がします。 

松永委員
８ページをお開き願います。 

「４　食の安全安心の確保に関する施策」の「生産段階」での取組の内容について。 

畜産関係の団体では、動物愛護畜産課の家畜保健衛生所と共に、畜産の生産段階で、鳥インフルエンザや牛のトレイサビリティー等の他にも、飼料の安全性についての指導・監視等を行っています。 

こういった取り組みについても、動物愛護畜産課と協議して記載をされたほうがいいのではないかと思います。 

例えば、畜産団体では消費者の皆さんを集めて、卵の生産についていろいろな講習会を行う「たまご塾」、あるいは豚肉の生産の講習会をやっておりますが、府民の皆さんは知らない状態です。ですから、行政は畜産関係団体と共に、畜産物の食の安全に取り組んでいるというＰＲがもっと必要であると、講習会を行っていて感じるところです。 

西村委員
社団法人大阪外食産業協会の西村でございます。 

１７ページの「（オ）食育推進プロジェクト」について。ここに「外食、流通産業等と連携した食環境づくりの推進」と書いていただいていますが、この内容について具体的にお教え願えれば、チェーンストア協会とも相談をしたいと思っています。 

事務局（大阪府健康福祉部食の安全推進課）
後ほど担当課に確認をいたしまして、お答えをさせていただきたいと思います。 

小田委員
「資料７」８ページ以降に「ア　監視指導等」の事業が記載されており、取り組みとして重要だと思うのですが、具体的に実施する場合、予算がどのようになっているのか。府の独自予算や国の補助金による事業などが分かるような表にして、具体的にこれだけの実効性を持って費用対効果を生み出しているという資料があれば、府の取り組みがどこまで真剣かということが具体的に分かると思いますが、いかがでしょうか。 

事務局（大阪府健康福祉部食の安全推進課）
今の小田委員のご意見は、大阪府の取り組みについて、予算で費用対効果を見るということでしょうか。 

小田委員
それも重要かと思いますが、予算がどの程度ついているのかということで、取り組みの真剣さというのが見えてくると思うのですが、いかがでしょうか。 

事務局（大阪府健康福祉部食の安全推進課）
庁内のプロジェクトチームでの検討事項とさせていただきますが、全庁的な予算の中でこの推進計画の予算をお示しすれば、取り組みにどれぐらいの力が入っているのかということが分かってくると思います。 

ただ、推進計画の中だけで予算規模をお示しして、他に比較をするものがなければ、府民の方々に分かりやすい資料にはならないのではないかと思います。 


府民としてこの計画を拝見しましたが、例えば、事業目標が１９年度はこれぐらいで、将来の目標の数値が同じであると、あまり強化していないのかなという印象を受けます。 

１４ページの「大阪エコ農産物認証制度の推進」で、現状の２７７件を４１０件に増やすのであれば、これを推進するということが理解できますが、現状のままの数字である場合、どのような内容で進めていくのかわかりにくいと思います。 

今、お話があった予算という見方もありますが、私はこれを拝見したときに「今でもやっていることではないんですか？」とお尋ねしたいと思っていました。 

現状よりも、より安全安心に向けるために、今までしていなかったことをどれだけやるのかというポイントが分かりにくいと思いましたが、どうでしょうか。 

小崎委員
大阪府の「食品衛生監視指導計画」策定で座長をやっておりましたが、私自身が常に大阪府に申し上げているのは、収去検査だけで本当に食の安全を守れますかということです。東京都では食品の買上時に検査をしており、限られた予算の中で有効的な安全対策を立てるにはどうすればいいのか、監視指導がまだ十二分に働いていないような気がします。 

ただ、もう一点のリスク評価の中での費用対効果については、日本のようなシステムで動かしているときにはモデルとなるものがなく、難しいのではないかと個人的には思っています。 

飯田委員
「資料７」について３つほど意見がございます。 

１つ目は、現在の計画書の素案は文字や項目が羅列されていて、分かりにくいと受け取ってしまいます。例えば東京の計画書では一覧でどういうポイントでどういう施策を講ずるということがまず出てきます。その後、それぞれについて記述がされています。熊本も同じように一覧が示されています。 

どういう考え方で、どういう項目がどんな施策で結びついているという一覧を作っていただきたいと思います。 

２つ目は、１５ページの「イ　情報の収集及び提供」ですが、「資料２」のとおり前回も意見を提出させていただきましたが、この中に「情報の収集及びその一元管理」、あるいは「情報を提供する際の一元管理」ということが文言としても全然出てこないので、ぜひ盛り込んでいただくようお願いします。 

また、２０行目の「新しい情報」という書き方は分かりにくく、いろいろな捉え方がありますので、もう少し的確な表現にすべきではないかと思います。 

「情報の収集及び提供」では、意見にありますように、本当に府民に分かりやすく情報が提供されているのか、その検証作業を府の事務局の目だけではなく、協議会や部会で府民の目線でもって改善をしていく措置が必要なのではないかと思います。 

３つ目は、この素案の構成で、ただ項目を羅列するのではなく、何項目かある取組の中で、２０年度に重点とすべきこと、あるいは２１年度に重点とすべきことのように、年度ごとの重点項目を設けるなど、メリハリのある計画書にすれば分かりやすいのではないかと思います。 

加戸委員
飯田委員のご意見と同じことを私も思っておりまして、愛知県のアクションプランが一番分かりやすいと思います。 

今、おっしゃったように、箇条書きで述べるのではなく、ポイントとなる部分。大阪府でやっていただきたいこと、やろうとしておられること。それを愛知の場合は、例えばアクションプランの１番でありましたら「環境と安全に配慮した農業の推進」という１項目を表に出しておられて、そこに「エコファーママーク」が出ていて、簡単に簡潔に意見が述べられています。 

これを読ませていただくと、「ああ、こういうことをされているんだな」とか「こういう取り組みをされているんだな」と、写真や絵が入っていまして、とても分かりやすいと思います。 

大阪府の案を読ませていただいていますが、今おっしゃったようにメリハリがなく、何を強調したいのかということが分かりづらいので、私は愛知で作っておられるものを参考にしていただきたいと思います。 

中村会長
前回、私も「愛知・東京・熊本に負けないように」と申し上げたのを覚えています。ぜひ参考にして、より良い、分かりやすいものを作りたいと思います。 

内容は内容できちんとしなければいけませんが、メリハリをつけることや、分かりやすくすることは、また一方でとても大事なことですので、これから考えていきたいと思います。 

最初の素案なので、何でも挙げておかなければいけないという面もあったと思いますので、これから先、練っていくことが大事だと思います。 

音田会長代理
私も前回申し上げたように、優先的、重点的に取り上げるべき課題を別に整理して最初に載せたほうがいいのではないかと思います。 

やはり一般の府民の立場で見た場合「１　はじめに」というところは分かりますが、次の「２　大阪府の現状と課題」はもう少しコンパクトに、見開きぐらいで整理できると思います。あまり前が長いと肝心の計画に入る前に読み疲れてしまうところがありますので。 

６から７ページの「３　基本的な考え方」、「(2)実施すべき基本事項」も、もう少し分かりやすく条例の理念に基づいて計画を作ることが分かればいいと思います。先ほどの飯田委員、惣宇利委員からもご意見が出ていましたが、確かに、「安全を確保する」、「安全を確保し、安心を育む」、「安心を育む」の３つに分けるのは分かりにくいのではないか。「資料２」でご意見のあった分け方のほうが、むしろ分かりやすいのではないかとか思います。 

内容的には、かなり細かいところまで押さえて書いていただいているので、飯田委員のご意見のような形で一覧表にするなど、全体の整理をもう少し考えていただければ読みやすくなるのではないかと思いました。 

菊井委員
加戸委員が愛知県の資料について言われことも、もっともであると思いますが、私は大阪府の資料も分かりやすく、今後、カットや写真を入れていけば見やすいものになるだろうと思っています。 

もう一つ、「リスクコミュニケーションの促進」の「情報の収集及び提供」では、個人への思いやりを考慮していただき、万一、リスクが発生したとき、風評被害を防止することが重要です。日常の監視や予防策によって、リスクが発生したときに行政の公表を一般の消費者が安心感を持って冷静に受け止めてくれるような雰囲気を作ってもらいたいと思いますし、そのための食育・食農教育を進めていくということも計画の中で言っていただきたいと思います。 

事業者と消費者がよきパートナーとなる一歩に、推進計画や協議会が役立つよう、よろしくお願いします。 

中村会長
事業者や消費者、行政、みんなが一緒になってという気持ちをうまく出せるような計画になったらいいなと思います。 

今日、皆様のお話を伺っていて食の安全安心の推進はとても大事だけれど、なかなか難しいことだと実感いたしました。 

しかし、１２月を目処に計画をまとめていくという役割がこの協議会にはございます。 

今日のご意見は、本当にどれもとても大事なことだったと思います。事務局それから部会での議論がまた続くと思いますが、是非「ああ、良い計画ができたな」とみんなで言えるようにしていきたいと思いますので、これからもよろしくお願いいたします。 

それから、前回も申し上げましたが、時間に限度がございますので、全員の方から又は全部のご意見をここで伺うことができません。資料をお読みになって、またお気づきのことがありましたら、事務局にご意見をお願いいたします。 

もし、どうしてもこの場で言っておかなければというご意見がありましたら、どうぞ。 

小田委員
大阪が大消費地であるということは外せない事実で、大消費地であるからこそ、そこに不正なものが入ってくる可能性もあります。地方都市とはかなり違うということは、やはり押さえておかなければなりません。 

もう１つは、大阪は農業の立場から見て、日本を代表する都市農業地帯です。これは、世界に冠たる都市農業地帯とも言っていいと思います。 

先ほど言いましたように、兵庫・京都府・滋賀・奈良・和歌山は都市地域を抱えておりますが農業県です。その中にあって、大阪はそれらの都市地域も取り込んだ代表的な都市農業地域となっています。 

それを前提に、近隣府県との連携を含めて、食の安全安心について考えてもらわなければならないと思います。 

中村会長
最近は、医療の問題でも近隣府県との連携の問題がニュースになっていました。 

そういう意味では、医療にしても、食にしても、大阪は大阪として考えることは大事だけれど、周囲との連携ということも、もう一つ大事なことであるとお話を伺いながら思いました。 

そういう気持ちを持ちながら大阪の特徴を出していく計画をぜひ作りたいと思います。 

皆様のお一人お一人のお考え・ご意見が作っていきますので、よろしくお願いいたします。どうも今日はありがとうございました。 

では、事務局にお返しします。 

事務局（淡野　大阪府健康福祉部食の安全推進課長）
今回、提示させていただきました推進計画素案につきましては、まだまだご意見もあろうかと思います。冒頭申し上げましたように、用紙を配布させていただいておりますので、今月２５日を締め切りといたしまして、事務局へ送付いただきますよう、よろしくお願い申し上げます。 

次回の協議会につきましては１１月頃を目途に、中村会長と日程調整させていただきたいと考えております。 

最後に、協議会の計画素案を作る過程におきましても、現在も、府民の健康を守るために行政も頑張っておりますことを一言付け加えさせていただきまして、次回よろしくお願いいたします。 

本日、長時間に渡ってご議論いただきまして、誠にありがとうございました。 

    

